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1.1.国の動向国の動向



国債費国債費国債費国債費

(借金返済金借金返済金借金返済金借金返済金））））

21.9兆円兆円兆円兆円

（24.2％）

国の予算（Ｈ24年度当初）

国税国税国税国税

42.3兆円兆円兆円兆円

（46.9％）

歳入（約90.3兆円） 歳出（約90.3兆円）

公債金公債金公債金公債金

(借金借金借金借金））））

44.2兆円兆円兆円兆円

（49％）

その他3.7兆円（4.1％）

地方交付税等地方交付税等地方交付税等地方交付税等

16.6兆円兆円兆円兆円

（18.4％）

省庁歳出省庁歳出省庁歳出省庁歳出

（（（（補助金等含補助金等含補助金等含補助金等含むむむむ））））

51.8兆円兆円兆円兆円

（57.4％）

歳入：公債発行額は年々累積し、

公債金収入が税収を４年

連続で上回る赤字状況

歳出：国の予算の約４割が地方

へ支出されるため、国は

この財源捻出のため国債

消化に苦心

借金残高借金残高借金残高借金残高 約約約約６７０６７０６７０６７０兆円兆円兆円兆円
（平成23年度末）



国の借金残高Ｈ23年度末 670兆円程度

ＨＨＨＨ24年度末年度末年度末年度末にはにはにはには、、、、709兆円兆円兆円兆円のののの見込見込見込見込みみみみ

（家計に例えると、月収40万円の世

帯で一ヶ月あたり38万円の借金を

し、7千万円強のローンを抱えている
状態）

西原町西原町西原町西原町のののの借金残高借金残高借金残高借金残高ＨＨＨＨ23232323年度末年度末年度末年度末 103億円億円億円億円
（（（（残高残高残高残高をををを人口人口人口人口でででで割割割割りりりり、、、、町民一人当町民一人当町民一人当町民一人当たりのたりのたりのたりの町町町町のののの借金残高約借金残高約借金残高約借金残高約30万円万円万円万円））））

（※上水道・下水道の残高を加えると、町全体では146億円億円億円億円）

ＨＨＨＨ22224444年度末年度末年度末年度末にはにはにはには、、、、112億円億円億円億円のののの見込見込見込見込みみみみ



国の予算編成方針

（1）東日本大震災からの復興対策、防災・減災対策への重点化
（2）グリーンを中心とする「日本再生戦略」を踏まえた予算配分
の重点化

（3）省庁の枠を超えた大胆な予算の組替えに資する編成の仕組
みの導入

「平成25年度予算概算要求組替え基準（閣議決定）」

～ 平成25年度予算の概算要求に当たっての基本的考え方 ～



25年度地方財政全体の見通し

（総務省9月仮試算）

・ 地方税 1.5％増

・ 地方交付税 1.5％減

・ 一般財源総額 微増

・ 歳出は社会保障費で増となる一方、給与関
係費が1.1％減、投資的経費が2.0％減。

・ 総額は、82.3兆円（前年度81.9兆円）



25年度地方財政の課題

• 地域主権改革に沿った地方の一般財源総額の確保と地方財
政の健全化

• 地域経済の再生・成長

• 社会保障・税一体改革の着実な推進

【通常収支分】

【東日本大震災分】

• 東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び
財源の確実な確保



２２..本町の本町の
財政状況財政状況



財政指標（県内市町村中）
22年度 23年度

・財政力指数・・・・・・・ 5位（0.600） → 0.597

・経常収支比率・・・・・ 26位（84.6%） → 87.2

・実質公債費比率・・・ 13位（10.2%） → 10.0

・自主財源比率・・・・・ 9位（38.6%） → 39.6

※財政指標は、県内でもいい方だが・・・

今後、庁舎建設や学校等の改築、一括交付金関連
の大型事業により起債が増え、実質公債比率等が
高くなることが予想される。



・ 西地区区画整理事業 （１１２億円）

• （仮称）シンボルロード （27億円）

• 国保特会への基準外繰出し

（現在の国保の累積赤字額が７億４千万円）

今後計画されている主な事業

• 庁舎等複合施設

建設事業 （３６億円）

庁舎外観イメージ

※現在抱えている事業も多
い上、24年度より一括交付

金事業で更に増えている。



基金残高（24年度末見込）

財源不足を補てんする基金
（財政調整基金、減債基金）

４４４４億億億億９９９９，，，，７００７００７００７００万円万円万円万円
（23年度末 7億2,600万円）

その他目的基金
（庁舎建設基金、地域福祉基金）

５億８，７００万円
（23年度末 9億2,700万円）

合 計 １０１０１０１０億億億億８８８８，，，，４００４００４００４００万円万円万円万円
（23年度末 16億5,400万円）

財政調整基金取崩額 ４４４４億億億億３３３３，，，，６００６００６００６００万円万円万円万円 （補正5号時点）

（うち沖縄一括交付金事業の裏負担 １億７，０００万円）



３３..平成平成2525年度年度
本町の収支見通し本町の収支見通し



歳入 １３３億７，０００万円
（Ｈ24見込額：129億7,000万円）

• 町税は、5，5００万円
（1.7％）増

• 地方交付税、３，３００万円
（△1.5％）減

• 臨時財政対策債

３，１００万円（6.2％）増

• 国庫支出金

１，２００万円（0.7％）増

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税
16%16%16%16%

地方債地方債地方債地方債
16%16%16%16%

国県支出金国県支出金国県支出金国県支出金
29%29%29%29%

そのそのそのその他他他他
15%15%15%15% 町税町税町税町税

24%24%24%24%



歳出 １３６億円
（Ｈ24見込額：134億3,000万円）

• 扶助費１億６００万円

（４.６％）増

• 普通建設事業費

４億３，１００万円（△１1.2％）
減

• 物件費3億５，８００万円
（23.8％）増

• 補助費３億６，０００万円
（△22.0％）減

• 繰出金４億３，８００万円

（3８.７％）増

人件費人件費人件費人件費
14%14%14%14%

扶助費扶助費扶助費扶助費
18%18%18%18%

公債費公債費公債費公債費
8%8%8%8%

物件費物件費物件費物件費
14%14%14%14%

補助費補助費補助費補助費
9%9%9%9%

繰出金繰出金繰出金繰出金
12%12%12%12%

そのそのそのその他他他他
1%1%1%1%

普通建設事業普通建設事業普通建設事業普通建設事業
24%24%24%24%



平成２５年度当初予算概算見込み

歳入 １３３億７，０００万円

- 歳出 １３６億 円

△２億３，０００万円

平成25年度以降も、庁舎建設や西地区区画整理事
業等、多額の経費を要する事業が進んでいくことから、
今後もますます厳しい財政運営が続くものと予想され
る。



４４..沖縄一括交付金事業沖縄一括交付金事業
についてについて



・平成24年度一括交付金沖縄県総額 1,575億円

沖縄振興特別推進交付金(ソフト事業）

○市町村配分額 303億円

○西原町→ 6億5,700万円

（事業費ベース8億2,125万円）

■事業内容

産業振興、観光振興、雇用、文化、教育等、これまで

補助金の対象にならなかった分野で且つ沖縄独自の

課題解決に資する事業。沖縄の特殊事情に起因する

事業。

沖縄一括交付金事業



• 平成24年度配分額 6億5,700万
■主な内諾事業

1.西原町民陸上競技場整備事業 3億7,700万

2.防災行政無線整備事業 2億7,500万

3.中央公民館改修工事事業 6,500万

4.インフルエンザ等、感染症予防

及び室内環境改善事業 4,900万

5.沖縄都市モノレール浦西駅

周辺まちづくり調査事業 1,200万

など、全20事業

沖縄一括交付金事業



• 平成25年度沖縄県概算要求額 1,613億円

• 平成25年度一括交付予定金額 6億5,000万

■主な要望事業

1.農水産物直売所建設事業 3億

2.ICT技術を活用した人材育成事業 1億2,000万

3.小中学校電子黒板配置事業 1億5,000万

4.西原町民陸上競技場整備事業 ７,300万

5.仮戸籍等の電子化事業 3,500万

6.公園樹木等環境整備事業 2,000万

などなど…

沖縄一括交付金事業



■事業計画及び予算計上について

1.町長の公約事業

2.各課・職員からの要望事業

3.町民・各団体からの要望事業（広報・HP掲載11/30〆切）

4.まち研等これまで上がってきた事業

5.平成24年度に内諾された各市町村の事業

各課
事業
検討

沖縄一括交付金事業

企画財政課へ
事業計画案を
提出（11月末）

県と
調整

※1月ヒアリング時まで随時調整

申請書類作成
及び予算計上
（12中旬～1月中旬）

庁内
検討
会議

県へ
提出



沖縄一括交付金事業

■留意点
1.現存の単独事業に該当できそうなものがないか再度
確認をしてみること。

2.職員に負担のかからないよう、外部に委託できない
か、また嘱託職員、臨時職員の採用が必要ないか考
えてみること。

3.成果を求められる事業なので、現状把握及び目標設
定、事業計画をしっかり立てること。

4.会計検査対象事業なので、十分対応できるよう関係
書類等の整理をしっかりと行うこと。



５５..留意事項留意事項



１） 財源の確保

� 手数料、使用料等の額の見直し

� 各課の収入科目における、更なる徴収体
制の強化、方法の見直し

（町税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、
保育料、給食費、幼稚園入園料・保育料、町営住
宅家賃、水道料金、下水道使用料等）

Ｈ２３滞納繰越額

約４億８，０００万円



２） 人件費の要求基準

� 平成24年度１１月１日現在の現員を計上

（総務課資料に基づき入力すること）

� 時間外勤務手当は、平成２４年１１月１日現在
における予算現額以下を計上すること。



３） 経常的経費の要求基準

� 経常的経費については、Ｈ２４年度当初

予算計上額以下で要求すること。

報酬、賃金、報償費、旅費、交際費、需用費、

役務費、委託料、使用料及び賃借料、原材料費、

備品購入費、負担金補助及び交付金等

※Ｈ26庁舎移転を念頭にいれ、無駄な経費とならな
いよう慎重に要求をすること



４） 投資的経費の要求基準

� 町実行計画に基づき計上すること。

� 単独事業については、優先順位をつけ

調整できるようにしておくこと。



５） 廃止及び見直しの事務事業

� 事務事業評価の結果、「廃止・休止」と確認
した事務事業は、計上しないこと。

� 「縮小・見直し」となった事務事業についても
予算に反映すること。



６） 負担金補助金の見直し

� 負担金は町村会等の決定通知に基づき計上
すること。

� 各種団体補助金は、「西原町補助金の交付
に関する規則」の交付基準に基づき計上する
こと。

※各種補助団体の総会資料の写しを提出してください。



７） 特別会計及び公営企業会計

� 一般会計に準じて要求すること。

� Ｈ２０年度決算から、特別会計等を含めた町
全体の会計に対し、財政健全化法が適用さ
れていることから、引き続き財政の健全化に
向けて努力をすること。



８） 提出書類及び財務会計システム入力

� 課内ヒアリングを実施し、別紙２「課内ヒアリ
ング調書」を提出すること。

� 補助事業に関しては、「平成25年度当初予
算事業費明細に関する調べ」を提出するこ
と。

� 予算要求書の説明名称及び積算根拠欄に
は、別紙３「財務会計システム入力における
留意事項」を参考に入力すること。



９） その他

� 見積りにあたっては、平成２３年度決算額を
参考に、今年度の事業執行状況も十分に検
証して見積もること。

� 桁違いの入力に注意してください。

� 要求期限までに、どうしても金額が確定しな
い項目がある場合は、概算（前年度並等）額
での入力を必ず行うこと。

� 予算にからんで規則等の改正が必要な場
合はその対応も行うこと。



１０） 要求及び根拠資料提出期限

平成２４年

12月３日（月）

まで！



12/4～12/28 予算見積書チェック（財政係）

1/10～1/21 一次査定

1/23～2/1 二次査定

2/6～2/15 町長査定

2/21・22 予算書印刷

2月下旬 予算（案）議会へ提出

１１） ヒアリング等今後の日程



その他、追加方針等
については、随時通
知いたします。


